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第100期株主通信
株主の皆さまへ

【第100 期（当期）の概況】
　第 100期における世界経済は、資源・エネルギー、一次産品価格の上
昇や、サプライチェーンの混乱などからインフレが進行する一方、世界的
に相次いで金融引き締めが行われ、為替の急激な変動にも繋がるなど、先
行き不透明な状況が続きました。半導体製造装置セグメントでは、民生エレ
クトロニクス需要の減速がみられたものの、EV化やカーボンニュートラル
に向けた需要は堅調でした。計測機器セグメントでは、内需ものづくり関連
需要の全般的な回復基調が続きました。生産面では、部材調達難の影響が
一部で残っているものの、高稼働の生産、出荷を維持しました。その結果、
第 100期の業績は、半導体製造装置部門の伸長を主因として、3期連続
の増収増益、2期連続の既往ピーク更新となりました。受注高は 1,363億
26百万円（前期比 26.7%減）、売上高は 1,468億 1百万円（同 12.3%増）、
営業利益 344億 94百万円（同 21.8%増）、経常利益 352億 97百万円（同
21.0%増）、親会社株主に帰属する当期純利益は 236億 30百万円（同
10.8%増）となりました。

【半導体製造装置部門】
　民生エレクトロニクス関連の需要減少がみられたものの、SiC（炭化ケ
イ素）などのパワー半導体、ウェーハ増産向けの装置需要は相対的に堅
調さを維持したほか、ロジック半導体向けの装置売上が期を通じて堅調に
推移したことで、売上高、営業利益は既往ピークを更新しました。第 100 期
の当部門業績は、受注高 993 億 66 百万円（前期比 35.0% 減）、売上
高 1,123億 65 百万円（同 11.1 %増）、営業利益 298億 66 百万円（同
20.9%増）となりました。

【計測機器部門】
　国内のものづくり業界全般で、需要は緩やかな回復傾向が続いたほか、
新規分野として注力した半導体製造装置等の機械用途などの需要を獲得
することができました。これにより、当部門の受注高、売上高は既往ピーク
を更新しました。第 100 期の当部門業績は、受注高 369 億 60 百万円（前期
比 11.5 %増）、売上高 344億 36百万円（同 16.5 %増）、営業利益 46億
28 百万円（同 27.6%増）となりました。

【配当・利益還元方針】
　第 100期末の 1株当たり配当は、株主還元方針「連結配当性向 40％程
度」を踏まえ、2023年 2月 6日に公表しました配当予想 109円から 17 円
増配し、126円といたしました。この結果、第 100期の 1株当たり年間配
当金は、前期に比べて 50円増配の 235 円となりました。第 101期（2023

年 4月 1日 -2024年 3月 31日）の剰余金の配当は、年間 1株あたり
170 円（中間配当 85 円、期末配当 85 円）を予定しております。何卒、ご理
解のほどお願いいたします。

【第101 期業績見込】
　3か年中期経営計画の 2年目となる第 101期は、引き続き不透明な経
済環境が続くと予想されます。加えて、各国の半導体製造装置に関する輸
出規制の厳格化が進むことが想定されるほか、不透明な経済マクロ環境
が、ものづくり需要へ影響を与える懸念も考えられます。こうした中、当社
は、累積した受注残高を出荷・売上につなげるとともに、新たな技術革新に
応えるための研究開発を進めるほか、飯能工場（埼玉県飯能市）を計画通
り稼働させることで、生産キャパシティの拡大を図ります。
　第 101期の連結業績予想は、売上高 1,290億円（前期比 12.1%減）、営
業利益 240億円（同 30.4%減）、経常利益 240億円（同 32.0%減）、親会
社株主に帰属する当期純利益 170億円（同 28.1%減）を予想しています。
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統合報告書を発行
　ステークホルダーの皆さまに、当社グループ
の価値創造に向けた取り組みの全体像を 

お伝えするため、第100期
より統合報告書の発行を
開始しました。
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　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　当社の第100期株主通信をお届けするにあたり、ご挨拶を申し上げます。
　東京精密グループは半導体製造装置部門と計測機器部門という異なる事業領域によ
る安定した収益を実現するとともに、計測技術を持つ唯一の半導体製造装置企業として
そのシナジーを高め、お客さまの生産性向上に寄与する最先端の製品・サービスを世の
中に提供してまいりました。
　近年、ものづくりの分野では、グローバル化、環境問題への対応、IT の進展など、速く
て大きな環境変化が起きています。東京精密グループは、環境変化に迅速に対応すると
共に、永年培ってきた精密測定技術と精密加工技術を通じて、お客さまのものづくりのイ
ノベーションをお手伝いする所存です。
　東京精密グループは、今後も半導体製造装置／計測機器メーカーとして、グローバル
社会と地球環境に優しい価値ある技術・サービスの提供に真摯に取り組み、皆さまと共に
“夢のある未来” を築く一員で有り続けます。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長COO
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科 目 第99期
（2022年3月31日）

第100期
（2023年3月31日）

《資産の部》

流動資産 133,829 143,972

固定資産 56,457 65,060

有形固定資産 43,479 48,954

無形固定資産 3,670 3,951

投資その他の資産 9,307 12,154

資産合計 190,287 209,032

《負債の部》

流動負債 55,641 50,947

固定負債 3,564 12,057

負債合計 59,206 63,004

《純資産の部》

株主資本 126,439 140,150

資本金 11,000 11,064

資本剰余金 22,115 22,179

利益剰余金 98,914 114,005

自己株式 △ 5,590 △ 7,098

その他の包括利益累計額 3,116 4,137

新株予約権 950 1,072

非支配株主持分 574 668

純資産合計 131,081 146,028

負債純資産合計 190,287 209,032

連結財務諸表
注：連結財務諸表の数値は百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結貸借対照表 単位：百万円 連結損益計算書 単位：百万円

連結キャッシュ ･フロー計算書 単位：百万円

会社概要 株主メモ

役員  代表取締役会長CEO 吉田　均
 代表取締役社長COO 木村　龍一
 代表取締役副社長CFO 川村　浩一
 取締役 伯耆田　貴浩
 取締役 塚田　修一
 取締役 ロミ・プラダン
 社外取締役 高増　潔
 社外取締役 森　重哉
 取締役（常勤監査等委員） 秋本　伸治
 社外取締役（監査等委員） 相良　由里子
 社外取締役（監査等委員） 須永　真樹
 社外取締役（監査等委員） 村田　恒子

※2023年6月26日現在

  株式の状況

  所有者別状況	 （株式数比率）

（2023年3月31日現在）

個人その他 ： 24.32%

金融機関 
証券会社 

：36.86%

その他国内法人 ： 6.37%

外国人 
（個人・法人） 

：32.45% https: / /www.accretech. jp

科 目
第99期

自 2021年4月 1 日
至 2022年3月31日

第100期
自 2022年4月 1 日
至 2023年3月31日

売上高 130,702 146,801

売上原価 77,694 84,967

売上総利益 53,008 61,834

販売費及び一般管理費 24,681 27,339

営業利益 28,327 34,494

営業外収益 987 965

営業外費用 153 162

経常利益 29,160 35,297

特別利益 390 103

特別損失 34 2,099

税金等調整前当期純利益 29,516 33,301

法人税等 8,132 9,607

当期純利益 21,384 23,693

非支配株主に帰属する当期純利益 57 62

親会社株主に帰属する当期純利益 21,326 23,630

科 目
第99期

自 2021年4月 1 日
至 2022年3月31日

第100期
自 2022年4月 1 日
至 2023年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,837 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,990 △8,421

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,346 △2,174

現金及び現金同等物に係る換算差額 882 625

現金及び現金同等物の増減額 5,382 △8,970

現金及び現金同等物の期首残高 43,624 49,006

現金及び現金同等物の期末残高 49,006 40,036

商号 株式会社 東京精密
（TOKYO SEIMITSU CO., LTD.）

設立 1949年3月28日
資本金 11,064百万円
証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
会社が発行する 
株式の総数 110,501,100株

発行済株式の総数 41,903,281株
（うち、自己株式数1,529,552株）

株主数 25,110名

従業員数 2,468名

主要取引銀行 みずほ銀行 大手町営業部
三井住友銀行 本店営業部
みずほ信託銀行 本店営業部
三菱UFJ銀行 新宿中央支店
常陽銀行 土浦支店
筑波銀行 本店
きらぼし銀行 本店

主要拠点	 業務会社　東京都八王子市
	 半導体社　東京都八王子市
	 計 測 社　茨城県土浦市

研究拠点	 国内 4 拠点

生産拠点	 国内 6 拠点
	 海外 5 拠点

販売・サービス拠点	 国内65拠点
	 海外70拠点

株主名
持株数
（千株）

出資比率
（%）

日本マスタートラスト 
 信託銀行株式会社（信託口） 6,768 16.76

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,275 8.11

公益財団法人精密測定技術振興財団 1,058 2.62

JP MORGAN CHASE BANK
 385632 1,007 2.49

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 946 2.34

※自己株式除く

事業年度 毎年4月1日～翌年3月31日

剰余金の配当 3月31日 
基準日 （中間配当を行う場合は9月30日）

定時株主総会 毎年6月中

単元株式数 100株

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 
 みずほ信託銀行株式会社

株式お手続き
お問い合わせ先
 

〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 みずほ信託銀行 証券代行部
 TEL：0120-288-324（フリーダイヤル）

 ※住所変更等の事務手続きは、
 お取引証券会社等にてお手続きください。

公告方法 電子公告（ホームページ）
 ただし、やむを得ない事由によって、電子
 公告による公告をすることができない場合
 には、日本経済新聞に掲載して行います。


